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厚生労働行政推進調査事業費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

総合研究報告書 
 

肝炎総合政策の拡充への新たなアプローチに関する研究 

 
研究代表者：考藤達哉 国立研究開発法人国立国際医療研究センター 肝炎・免疫研究セ

ンター 研究センター長 
 

研究要旨：（背景）肝炎対策基本指針の見直しにおいて、肝硬変又は肝がんへの移行

者を減らすことが目標と設定された。現在、肝炎政策スキームの各ステップ（受検、

受診、受療、治療後フォロー）において、各実施主体の達成数値目標が統一されてお

らず、事業と肝炎医療の向上を推進するための改善策を提示しにくい状況である。肝

硬変への移行者の減少を政策目標に設定する場合、慢性肝疾患の病状変化を把握す

る指標が必要であるが、現在使用されている線維化判別式（FIB-4 等）の妥当性評価

や新規指標の探索が必要である。 
（目的）本研究班では、先行研究班（指標班）で作成、調査を開始した各事業指標を

継続運用する。具体的には、①肝炎政策に係る各事業、医療実施主体別に事業実施、

医療提供の程度と質を評価する指標の有用性を、自治体、拠点病院、厚生労働省、肝

炎情報センターの 4 者で評価・検証し、総合的な肝炎政策の推進に向けた具体的な取

り組みの提言を行う。また職域検査指標作成に関して検討を行う。②ウイルス肝炎

検査に関する全国調査（国民調査）を実施し、これまでの国民調査と比較することで、

ウイルス肝炎検査に対する国民意識の変化、肝炎施策の認知度の向上等を明らかに

する。③臨床的肝硬変移行率を推計する指標、方策を確立し、疫学的病態推移と比較

することで有効性・妥当性を評価する。④一般国民に対する波及力の高い肝炎啓発

方法の確立を目指して新規エディテインメント資材を開発する。 

（方法）①拠点病院、専門医療機関を対象に肝炎医療指標（拠点病院向け 29、専門

医療機関/向け 16）、病診連携指標（6）を、都道府県を対象に自治体事業指標（19）

を、拠点病院対象に拠点病院事業指標（21）を調査・解析した。②非認識受検・認識

受検を規定する要因、かかりつけ医の役割等を明らかにするために、令和 2年度実施

した国民調査の結果を解析した。③肝硬変移行率指標研究：マルコフモデルによる

肝病態、FIB-4/APRI による推移解析を行った。B 型肝炎における肝線維化指標を検

討した。④ライフジャーニーを追体験する啓発資材「肝炎すごろく」を用いて啓発効

果検証を行った。10 問の事前・事後テストを開発し、学習効果の検証を行った。 
（結果）①拠点病院、専門医療機関においては、均てん化された肝炎医療が提供され

ていた。その一方で調査値が低い指標は一貫しており、指標改善プロセスの作成など

必要性に関する認識を高める対策が必要であると考えられた。自治体事業指標に関

しては肝炎医療コーディネーターの配置は拠点病院、専門医療機関、保健所ではほぼ

完了しており、自治体担当部署でも進んでいることが明らかになった。拠点病院事業

指標では指標の増減には拠点病院の活動量だけでなく肝炎患者を取り巻く医療・社

会背景も関与することが明らかになった。職域健診の肝炎ウイルス検査数が増加し

ない要因として、法定外項目以外では、費用対効果が明らかでないことや検査必要性

に対する認知不足が抽出された。②令和 2年度国民調査における認識受検率は、HBV 

17.1%、HCV 15.4%で前回よりも低い値であった。検査認識受検率は HBV 71.1%、

HCV 59.8%で前回からほぼ変化なしであった。検査結果を陽性と認識していた 152
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人のうちで、医療機関を受診したものは 129人(89%)であった。そのうち、最初にか

かりつけ医を受診したと回答した 67 人のうち 74%は最終的に肝臓専門医を受診して

いた。③C 型慢性肝疾患におけるマルコフモデルによる推移解析では、肝炎治療に

より、肝線維化進行、肝病態進行、肝発癌が抑制されることが示され、慢性肝炎＞代

償性肝硬変＞非代償性肝硬変の順に治療による肝線維化抑制へのインパクトがある

ことが示唆された。④「肝炎すごろく」は楽しさと学習を兼ね備えたエデュテインメ

ント資材として機能していることを確認した。⑤先行研究班（指標班）から継続調査

を行った全指標の指標結果を指標報告会で報告した。 

（考察）肝炎医療指標、肝炎政策関連事業指標の調査と評価を行った。指標の継続調

査によって、肝炎医療の均てん化や肝炎政策事業の進展が評価できることが示唆さ

れた。今後は一次医療機関を含めた肝疾患専門医療機関を対象にした全国調査が必

要である。国民調査によって、非認識受検率や地域別の未受検理由、かかりつけ医の

重要性などが明らかになった。APRI/FIB-4 による肝線維化病態推移の評価は、C 型

肝炎（特に無治療例）では有用性が示唆されたが B 型肝炎では適用は困難であり、

MRE などの非侵襲的評価法の検証が必要である。エデュテインメント資材を用いた

肝炎啓発の有効性が示された。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A. 研究目的 

 2016年、肝炎対策基本指針の見直しが行わ

れた。同指針では、肝炎ウイルス検査の受検、肝

炎ウイルス陽性者の受診・受療、専門医療機関・

肝炎診療連携拠点病院等（以下、拠点病院）によ

る適切かつ良質な肝炎医療の提供というスキー

ムの中で、肝硬変又は肝がんへの移行者を減ら

すことが目標と設定されている。しかし上記ス

キームの実施現状調査によると、受検率、肝炎ウ

イルス陽性者のフォローアップ、肝炎医療コー

ディネーターの養成と適正配置など、十分では

ない課題が指摘されている。 

 肝炎ウイルス陽性者のうち非肝臓専門医に受

診した患者が、そのまま専門医療機関、拠点病院

へ紹介されず経過観察されている事例も多い。

各自治体において病診連携を推進し、適切で良

質な医療が提供できる体制を構築する必要があ

る。また肝臓専門医の偏在、医療機関での診療格

差、自治体間で医療体制格差も存在しており、

「良質な肝炎診療」を評価する指標も必要であ

る。肝炎政策の達成目標を肝硬変への移行者の

減少に設定する場合、複数年の病状変化を再現

性良く診断する指標が必要であるが、現在臨床

で使用されている線維化指標（FIB-4 など）の妥

当性の評価や新規指標の探索なども必要である。 

 本研究班では、肝硬変、肝がんへの移行者の減

少に資することを目指し、先行研究班（指標班）

で作成した各事業、医療実施主体別に事業実施、

医療提供の程度と質を評価する指標を継続調査

する。指標の妥当性、有用性を、自治体、拠点病

院、厚生労働省、肝炎情報センターと外部委員（患

者団体等含む）で検証し、総合的な肝炎政策の推

進に向けた具体的な取り組みの提言を行う。 
 

B. 研究方法 

研究班の年度別計画の概要を示す。 

研究分担者： 

是永匡紹・国立国際医療研究センタ

ー・室長 

田中純子・広島大学・教授 

板倉 潤・武蔵野赤十字病院・副部長 

金子 俊・武蔵野赤十字病院・医師 

玉城信治・武蔵野赤十字病院・副部長 

大座紀子・国立国際医療研究センタ

ー・客員研究員 

島上哲朗・金沢大学医学部附属病院・

特任教授 

瀬戸山博子・熊本大学・助教 

西井正造・横浜市立大学・助教 

研究協力者： 

黒崎雅之・武蔵野赤十字病院・副院長 
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令和２年度：先行研究班で作成した各指標の継続

調査を実施する。専門医療機関向け肝炎医療指標

調査を全都道府県で実施する。C型肝炎に対する

肝硬変移行率指標としてFIB-4/APRIの有用性を

拡大共同研究施設コホートで検証する（Markov

モデル含む）。B型肝炎に対する指標としてELF、

超音波エラストグラフィー等の有用性を検討す

る。令和元年度に拠点病院、専門医療機関を対象

に運用した診療連携指標を再評価し、改訂版を作

成し運用する。平成29年度の受検率調査（国民調

査）、平成30年度追加調査の結果をもとに、令和

3年度に実施する認識受検、非認識受検の要因究

明を含めた受検率全国調査（国民調査）の対象者

数、質問項目等計画を立案する。肝炎啓発エデュ

テインメント資材の試作を行う。 
 
令和３年度：各指標の継続調査を実施する。指標

調査時に、前年度指標の当該年度事業計画、肝炎

医療への反映状況に関しても確認する。認識受検、

非認識受検に焦点をあてた全国調査（国民調査）

を実施する。遊びを通して肝炎の理解が深まる、
肝炎啓発エデュテインメント資材（カードゲーム、
ボードゲーム等）の開発を⾏う。肝炎医療コーデ
ィネーターの協⼒を得ながら、実践の場（出前講
座、出張型検診、肝炎授業等）において、資材を
使⽤して啓発活動を⾏う。資材を通した学習効果
の達成度は「カークパトリックの4段階評価法」
に基づき評価する。 

 
令和４年度：指標に基づく評価、肝硬変移行率

調査結果を、先行研究班で委託した外部識者

（患者団体等含む）を入れた指標運用評価委員

会で検討、評価する。令和 3年度に実施予定の

受検率全国調査（国民調査）の詳細な解析を行

い、認識受検、非認識受検の要因について明ら

かにする。それを踏まえて総合的肝炎政策に資

する提言を行う。令和 3年度にブラッシュアッ

プされたエデュテインメント資材の学習効果の

検証法を構築する。 

 

・肝炎医療指標（拠点病院向け）の策定と検討、

評価 
研究期間中（2020〜2022年度）毎年度毎に先行

研究班にて策定した肝炎医療指標29指標につい

て下記の通り調査を行なった。また 2021、2022

年度には先行研究班での調査にて指標値が低い

あるいは改善に乏しい指標についてはその要因

を明らかにするため副次的調査も実施した。 

調査は肝疾患診療連携拠点病院（以下、拠点病院、

全国 72 施設）を対象に実施した。 

調査年の 10〜12月（2022年は 9月-11月）に受

診した肝疾患患者について診察医の診療方針を

調査した。対象となる診察医は主な診療担当医

より各施設で選定することとした。 
 
（肝炎医療指標一覧） 

 
 
・肝炎医療指標（専門医療機関向け）の水平展開

に向けたパイロット調査 
本研究班で作成した肝疾患専門医療機関向け簡

易版肝炎医療指標の水平展開に向けて、熊本県

肝疾患専門医療機関全 91 施設を対象に 2021年

度実績について調査を実施した。調査項目は施

設要件、抗ウイルス治療、肝がんの高危険群の同

R2年度 R3年度 R4年度

指標運⽤評価委員会
肝炎対策推進室, 肝臓専⾨医, ⾃治体事業担当者, 患者団体代表, 有識者等

• 肝疾患診療連携拠点病院向け指標（継続調査・運⽤）
• 肝疾患専⾨医療機関向け（全都道府県で拡⼤調査・運⽤）

肝炎医療指標
含）病診連携

指標

⾃治体事業
指標

拠点病院事業
指標 指標

運⽤
効果
の

評価

肝
炎
総
合
政
策
へ
の
提
⾔

ウイルス肝炎検査
意識調査（国⺠調
査）・追加調査

先⾏研究班（指標班）
（H29~R1年度）

肝炎総合対策の拡充への新たなアプローチに関する研究班（R2~R4年度）

肝硬変移⾏率指標
開発の臨床研究

• ⾃治体事業指標（継続調査・運⽤）
- 職域・妊婦健診での陽性者フォロー指標（新規）
- 専⾨医療機関認定要件指標（継続）全都道府県
- 独⾃の⾃治体事業指標との併⽤運⽤法の提案

• 肝疾患診療連携拠点病院事業指標（継続調査・運⽤）
- 相談⽀援システムデータの解析・運⽤

• 国⺠調査2020実施と解析（認識・
⾮認識受検規定要因の深堀り）

• 国⺠調査2020追加
調査実施と解析（⾮
認識解消の検証）

• 肝線維化進展評価指標の開発（B型肝炎で有効な指標）
• FIB-4, APRIの有⽤性の検証（C型肝炎無治療例）

- コホート拡⼤, Markovモデルでの検証

肝炎啓発エデュテイ
ンメント資材の開発

と効果検証

• 啓発資材の開発
• 啓発資材を⽤いた現場（出前講座, 出張型検診, 

肝炎授業等）での実践とアンケート調査
• 啓発効果検証⽅法の開発

啓発資材の試作
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定と早期診断、肝がん・肝硬変の治療、院内連携、

病診連携に関する 27項目で、全国版をやや簡略

化した内容とした。2022 年 10 月に調査票を全

施設に郵送し、ファックス及び Google フォーム

を用いて調査回答を得た。 
 
（熊本県専門医療機関向け調査項目一覧） 

 
 
・拠点病院事業指標の策定と検討、評価 

研究期間中（2020〜2022年度）毎年度毎に拠点

病院（全 71 施設）を対象として実施。肝炎情報

センターが実施する拠点病院現状調査と併せて、

前年度実績について調査年6月-7月に調査した。

また 2022年度には副次的項目として研修、市民

公開講座などの開催形式についても調査を行っ

た。 
（拠点病院事業指標調査項目一覧） 

 
 
・診療連携指標の策定と検討、評価 

研究期間中（2020〜2022年度）毎年度毎に紹介

率、逆紹介率、診療連携に関わる 6 指標について

拠点病院（全国 72 施設）を対象に調査を実施し

た。また 2021、2022年度には診療連携を向上さ

せるツールとしての ICT の役割を明らかにする

ため CTシステムの配備・利用状況の調査を併せ

て実施した。 

調査年の 10〜12月（2022年は 9月-11月）に受

診した肝疾患患者について診察医の診療連携の

現状を調査し、対象となる診察医は主な診療担

当医より各施設で選定することとした。 
（診療連携指標一覧） 

 
 

・肝疾患専門医療機関向け肝炎医療指標： 

I. 施設要件等
(1) 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の指定医療機関である

はい いいえ 不明

(2) 何次医療機関ですか

⼀次医療機関 ⼆次医療機関 三次医療機関

(3) 病床数

病床なし 〜20床 21〜100床 101〜300床 301床〜

(4) 施設設備（当てはまるものを全てチェック）

腹部超⾳波 Fibroscan、SWE CT MRI

放射線治療機器

(5) 常勤の肝臓専⾨医⼜は指導医の数（外来診療のみの従事者も可）

0⼈ 1⼈ 2⼈ 3⼈ 4⼈ 5⼈〜

(6) ⾮常勤の肝臓専⾨医⼜は指導医の数（外来診療のみの従事者も可）

0⼈ 1⼈ 2⼈ 3⼈ 4⼈ 5⼈〜

0⼈ 1⼈ 2⼈ 3⼈ 4⼈ 5⼈〜

(8) 医療従事者向け研修会の受講

毎年受講している 2-3年に⼀回受講している 過去に受講したことがある

受講したことはない

(9) 肝炎医療コーディネーターの数（常勤・⾮常勤を問わず） 名

(10) 都道府県における専⾨医療機関の整備⽅針及び選定の要件を満たしていますか

はい いいえ 不明

II. 抗ウイルス治療
(1) IFN・IFNフリー治療の指定医療機関である

はい いいえ 不明

(2) 核酸アナログ製剤治療の指定医療機関である

はい いいえ 不明

(3) IFN・IFNフリー治療を実施している

導⼊、治療実施を⾏なっている 他院で導⼊後治療を実施 実施していない

(4) 核酸アナログ製剤治療を実施している

導⼊、治療実施を⾏なっている 他院で導⼊後治療を実施 実施していない

(5) 2021年度にIFN・IFNフリー治療を実施した患者数

0⼈ 1-20⼈ 21ー50⼈ 50⼈以上

(6)2021年度に核酸アナログ製剤治療を実施した患者数

0⼈ 1-20⼈ 21ー50⼈ 50⼈以上

Ⅲ. 肝がんの⾼危険群の同定と早期診断
(1) 定期的にM2BPGiを測定している

はい いいえ 不明

(2) 定期的にFib4 indexやAPRIなどで肝の線維化を評価している

はい いいえ 不明

(3) 定期的に腹部エコーを⾏っている

はい いいえ 不明

(4) 定期的にCTand/orMRI検査を⾏っている

⾃院で⾏なっている 他院に依頼している いいえ

Ⅳ. 肝がん、肝硬変の治療について
(1)RFA、TACE、⼿術などの侵襲的な肝がん治療を⾏なっている

はい いいえ 他院へ紹介している

(2)肝がんの全⾝化学療法を⾏なっている

はい いいえ 他院へ紹介している

  「はい」の場合

⾃院が主となり実施 他院と連携して補助的に実施

(3)肝がんの緩和治療を⾏なっている

はい いいえ 他院へ紹介している

  「はい」の場合

⾃院が主となり実施 他院と連携して補助的に実施

(4)肝硬変患者の治療を⾏なっている

はい いいえ 他院へ紹介している

  「はい」の場合

⾃院が主となり実施 他院と連携して補助的に実施

Ⅴ. 院内連携指標

はい いいえ 不明

VI. 病診連携指標
(1) 肝疾患診療における主な連携先

熊本⼤学病院 地域の基幹病院（⼤学病院以外） 地域の⼀次医療機関

(2)肝疾患についてセカンドオピニオン外来を⾏っている

はい いいえ

(7) ⽇本消化器病学会消化器病専⾨医、専⾨医療機関の条件に合致するよう研修等受講のい

ずれかを満たす医師数（常勤・⾮常勤を問わない）（外来診療のみの従事者も可）（(5),
(6)との重複可)

院内に肝炎ウイルス検査陽性者の消化器・肝臓専⾨医への紹介システム（電⼦カルテによる

アラートシステム、院内メールなどによる喚起）はありますか

⾃院では実施していないがセカ
ンドオピニオン外来を開設して

いる施設を患者に⽰すことがで

きる

重み 指標番号（新） 備考

事業系

分子 有り=1, なし=0

分母 定数＝１

分子 有り=1, なし=0

分母 定数＝１

分子 相談件数

分母 定数＝１

分子 有り=1, なし=0

分母 定数＝１

分子 実施回数

分母 定数＝１

事業系

分子 実施回数

分母 定数＝１

事業系

分子 有り=1, なし=0

分母 定数＝１

分子 実施回数

分母 定数＝１

分子 実施回数

分母 定数＝１

分子 参加者数

分母 実施回数

分子 有り=1, なし=0

分母 定数＝１

分子 実施回数

分母 定数＝１

分子 参加者数

分母 実施回数

分子 あり＝１、なし＝０

分母 定数＝１

分子 実施回数

分母 定数＝１

分子 参加人数

分母 都道府県人口

分子 地域診療連携パス発行数

分母 定数＝１

分子 参加回数

分母 年間実施回数

分子 参加回数

分母 年間実施回数

分子 参加回数

分母 年間実施回数

分子 有り=1, なし=0

分母 定数＝１

研修系

研修系

その他

重要 拠点-21

複数の拠点病院がある場合の連携有無

参考 拠点-17

地域診療連携パス運用

標準 拠点-14

一般医療従事者研修会開催時の自治体等との連携

「連携」とは協議会、市民公開講座等の共催等

標準 拠点-19

肝炎情報Ｃ実施の責任者向け研修会参加

標準 拠点-20

肝炎情報Ｃ実施の看護師・相談員研修会参加

パスの運用対象は肝疾患の病因を問わない

標準 拠点-18

肝炎情報Ｃ実施の拠点病院連絡協議会参加

重要 拠点-15

市民公開講座実施

重要 拠点-16

市民公開講座の内容評価

連携：自治体との共催等

重要 拠点-12

一般医療従事者研修会実施
フォローアップの定義は、市町村・都道府県が肝炎ウイルス検査陽性者の精密検査
受診の有無・結果を把握し、受診勧奨を行うシステム

重要 拠点-13

一般医療従事者研修会の内容評価

研究班提案の指標

重要 拠点-10

肝炎專門医療従事者研修会の内容評価

標準 拠点-11

肝炎專門医療従事者研修会開催時の自治体等との連携

連携：自治体との共催等

重要 拠点-8

連絡協議会実施回数

重要 拠点-9

肝炎專門医療従事者研修会実施

研修系

標準 拠点−6

家族支援講座の実施回数

家族支援と肝臓病教室同時開催の場合は評価を1/2にする　研究班提案の指標

参考 拠点-7

就労支援事業実施

研究班提案の指標

重要 拠点−４

相談支援に係る自治体との連携

標準 拠点−5

肝臓病教室の実施回数

家族支援と肝臓病教室同時開催の場合は評価を1/2にする

研修系

拠点−３重要

相談件数（総数）

項目

重要 拠点−１

肝疾患相談支援センターHP開設

重要 拠点−２

肝疾患相談支援センターの設置
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基本方針：(1)専門医療機関の条件を自治体が把

握するために使用可能なものとする、(2)拠点病

院向け肝炎医療指標の項目のうち基本的なもの

を反映する、(3)病診連携指標を含める、(4)肝が

ん・重度肝硬変治療研究促進事業の指定医療機関

認定の有無も含めて調査する、(5)肝炎医療コー

ディネーターの有無も含めて調査する、調査方

針：(1)全国各ブロックから10の自治体を選定、

(2)各自治体あたり5施設への調査依頼を想定。計

50施設をめど。施設選定は各自治体に一任する、

(3)振り返り調査とする、(4)医事課担当者が記入

可能な内容にする、(5)レセプト病名ベースでの

判断とする。 

複数の自治体にパイロット調査実施： 

コロナ禍における作業負担を鑑み、先行研究班

と同様の自治体に作業依頼することとした。令

和 2~4年 8月に肝炎対策推進室より同様の 10の

自治体に作業依頼が発出された。全国 8 ブロッ

クから 1～2つの自治体を選定した。作業期間は

約 2か月 
 
・自治体事業指標 

全都道府県を対象として、肝炎対策推進室が毎

年 6 月-9 月に実施している自治体事業調査結果

から、自治体事業指標該当項目を抽出し評価し

た。計 19 指標を以下のデータソースを用いて算

出した。 

� 各年度肝炎対策に関する調査（厚生労働省 

健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調

べ） 

� 各年度肝炎ウイルス検査受検者数（特定感染

症検査等事業）：「特定感染症検査等事業実績

報告」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 

肝炎対策推進室調べ） 

� 各年度肝炎ウイルス検診受検者数（健康増進

事業）：「地域保健・健康増進事業報告 （健

康増進編）」（政府統計） 

� 各年度医療費助成対象者数：「各年度肝炎医

療費支払状況等調」（厚生労働省健康局がん・

疾病対策課肝炎対策推進室調べ） 

� 各年度医療費助成対象者数：「各年度肝炎医

療費支払状況等調」（厚生労働省健康局がん・

疾病対策課肝炎対策推進室調べ） 

� 都道府県別治療患者数：肝炎等克服政策研究

事業「肝炎ウイルス感染状況の把握及び肝炎

ウイルス排除への方策に資する疫学研究」

（研究代表者 田中純子）令和 2年度報告書 

� 各年度都道府県別人口：「人口推計」（政府統

計） 

� 各年度肝がんの罹患数：国立がん研究センタ

ーがん情報サービス「がん登録・統計」（全

国がん登録） 

� 各年度肝がん死亡者数：国立がん研究センタ

ーがん情報サービス「がん登録・統計」（人

口動態統計） 

� 各年度市町村数：e-stat 
 
・職域ウイルス肝炎検査実施状況調査： 

「新たな手法を用いた肝炎ウイルス検査受検

率・陽性者受診率の向上に資する研究（是永班）」

と連携し、職域肝炎ウイルス検査の受検率、陽性

率、受診確認率等について解析を行った。 

 

ウイルス肝炎検査受検状況等把握調査（2020年
度版国民調査）： 
令和 2年度（2020年度）、20～85歳までの日本

人 20,000人を対象とした調査を計画・実施した。

郵送による調査票配布及び回収を行った。対象

者選定にあたり、各都道府県別の受検率を見込

み受検率 50%、絶対精度 10%、回収率 30%で算

出可能なように設定し、全国から 250 自治体（各

自治体対象 80 人）を抽出した。対象者選定にあ

たり、対象者数 20,000 人の設定は、各都道府県

別の見込み受検率 50%、絶対精度 10%、回収率

30%で算出した。選挙人名簿から層化二段階無

作為抽出法により 250 自治体、各自治体対象 80

人（計 20,000 人）を抽出した。 

調査期間は令和 3年 3月 3日（水）～令和 3年

3月 31日（水）、白票等の無効票を除いた有効回

収数は 8,810件（回収率 44.1％）であった。 

調査項目は、採血結果の受け取りの有無、要精密

検査となった場合の行動、かかりつけ医につい

て、ウイルス性肝炎の認知、肝炎ウイルス検査の

受検経験、受検したことを覚えている理由、陽性

者の受信状況、未受検の理由と今後の意向、献

血・妊娠・出産・手術経験の有無、肝炎対策・受

検勧奨取り組みの認知状況、および QOL 調査で

用いられる EQ-5D-3L の質問項目について調査

した。認識受検を「肝炎ウイルス検査を受検した

と回答し、なおかつ受けた種類を覚えているも

の」と定義した。また、非認識受検を「肝炎ウイ

ルス検査を受けたことがない、またはわからな

いと回答し、かつ大きな外科手術（HBV 1982年

以降/HCV 1993 年以降）・妊娠（HBV1986 年以

降/HCV 1993 年以降）・献血（HBV1973 根に港

/HCV 1990 年以降）により検査を受けていると

考えられるもの」と定義した。なお、（認識受検

+非認識受検）を併せた受検率を、【検査受検経験
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率】と記載した。 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
肝硬変移行率評価指標の開発と運用：マルコフ

モデルによる解析 
C 型慢性肝疾患、B 型慢性肝疾患と診断され、

2012 年 1 月～2021 年 5 月に観察された 1420

例、1370 例のうち、他の肝炎ウイルス共感染、

肝疾患、観察時に肝癌を有する症例を除外し、1

年以上の観察期間をもつ 619 例、869 例それぞ

れを対象に検討を行った。肝病態については慢

性肝炎、代償性肝硬変、非代償性肝硬変、肝癌と

し、FIB-4 の低値/高値の Cut Off としては肝硬変

診断に基づく既報(Itakura, et al. 2021)の 3.61 を

用いた。期間別に Markov person-Year Unit を集

計し、病態間の推移確率を算出した。結果を論文

報告した。 

B 型慢性肝炎における新たな病態の指標として

HBV-RNA の測定を行い、病態との関連を検討し

た。B 型慢性肝炎において MR エラストグラフ

ィが病態の進展予測に利用できるかを検討した。 
 
肝炎啓発エデュテインメント資材の開発 
肝疾患は、自覚症状が出るまでに時間がかかる

疾患であることから、その予防・対策を「自分

ゴト化」することが極めて困難であることが課

題となっている。ライフジャーニーを短時間で

追体験でき、今の行動が、後々にどのような影

響を及ぼすのかを一望できる仕組みとして、

「人生ゲーム」のようなすごろく型のボードゲ

ームが最適であると考えた。ゲームの主題を

「肝臓の健康を守ること」と設定し、肝臓の健

康を脅かす多様なイベント（肝炎ウイルス感染

リスクや脂肪肝につながる生活習慣等）を網羅

的にプレイヤーとして追体験できるよう構造化

し、肝炎ウイルス検査を受けることがゲームを

優勢に進める上で有効となるように制作した。

更にクイズマスを設けることで、必要情報の網

羅性の担保やプレイヤーの年齢層毎に最適化さ

れた仕組みの導入を試みた。 

肝炎すごろくの学習効果測定法として、ゲーム

プレイを行う前後で実施する肝炎及び肝臓の守

り方に関する知識項目によって構成された 10

問のプレテスト・ポストテストを開発した。開

発した学習効果測定用テストと「肝炎すごろ

く」を全国の肝炎拠点病院及び外部の調査会社

に配布し、ホームユーステスト（HUT）形式

で、250名以上の協力者のもと、３名以上でプ

レイした場合は 1回、2名以下の場合は 2回プ

レイすることを条件としたゲームプレイよる学

習効果を検証した。 
 
C. 研究結果 
肝炎医療指標の策定と検討、評価 
全国及びブロック別の指標推移 
2018 年度（先行班調査）から 2022 年度の大項

目毎指標推移を図 7（全国）、図 8（ブロック別）

に示す。指標は標準スコアに変換し、レーダーチ

ャートを用いて大項目毎に図示した（2019年結

果は一部項目のみ調査のため省略）。また各項目

については図 9〜12 に指標値を折れ線グラフに

て図示した。 

令和5年度 肝炎総合政策指標報告会令和5年度 肝炎総合政策指標報告会

６．ウイルス肝炎検査に関する意識調査
（ 国⺠調査 ）総括

⽥中純⼦
秋⽥智之、栗栖あけみ、杉⼭⽂

広島⼤学⼤学院 医系科学研究科 疫学・疾病制御学
肝炎肝癌対策プロジェクト研究センター
疫学＆データ解析新領域プロジェクト研究センター

政策拡充班
（考藤班）

肝炎ICT班
（⾦⼦班）

肝炎疫学班
（⽥中 班）

⽬的⽬的

80%以上
70-80%
60-70%
50-60%
40-50%
40%未満

これまで、我が国における肝炎ウイルス検査受検状況を把握するために、層化無作
為抽出法による「肝炎検査受検状況実態把握調査（国⺠調査）」が2011年度、
2017年度の2回実施された

2020年度（今回）

未受検 認識

⾮認識

2011年度

未受検
認識

⾮認識
HBV

HCV 未受検

認識

⾮認識

認識受検︓17.6%
検査受検経験: 57.5%
(認識+⾮認識)

認識受検︓17.6%
検査受検経験: 47.9%
(認識+⾮認識)

認識受検︓20.1%
検査受検経験: 71.0%
(認識+⾮認識)

認識受検︓18.7%
検査受検経験: 61.6%
(認識+⾮認識)

2017年度

 2017年以降の肝炎ウイルス検査受検状況

認識受検・⾮認識受検者の特徴
かかりつけ医から専⾨医への紹介
陽性者のその後の肝臓専⾨医受検状況

本調査は、
 厚⽣労働科学研究費補助⾦（肝炎等克服政策研究事業）「肝炎ウイルス感染状況の把握及び肝炎ウイルス排除への⽅策に資する疫学研究」班（肝炎疫学班 代表 ⽥中純⼦）
 厚⽣労働⾏政推進調査事業費補助⾦（肝炎等克服政策研究事業）「肝炎総合政策の拡充への新たなアプローチに関する研究」（政策拡充班 代表 考藤達哉）
の合同で実施した。

⽅法⽅法

 郵送により下記項⽬（⼤問数15問）からなる
質問票を配布・回収

 採⾎結果の受け取り有無、要精密検査となった場合の⾏動、かかりつけ医
 B型肝炎・C型肝炎の認知状況
 肝炎ウイルス検査受検状況
 肝炎ウイル検査を受検したきっかけ、場所、結果の受け取り⽅法、結果、

受検したことを覚えている理由
 検査陽性者の医療機関受診、肝臓専⾨医紹介・受診状況
 肝炎ウイルス検査未受検者の未受検の理由、受検につながる施策
 ⽇常⽣活での悩みやストレス
 献⾎、妊娠・出産、⼿術経験の有無とその検査状況
 知っている肝炎対策・⾏政の取り組みについて
 対象者基本情報（性別、年齢、居住地、職種）
 QOL調査で⽤いられるEQ-5D-3Lの質問項⽬

対象者数：20,000人
各都道府県別の見込み受検率50%、絶対精度10%、回収率30%
と仮定。

選挙人名簿から層化二段階無作為抽出法により250自治
体、各自治体対象80人（計20,000人）を抽出した。

調査期間：令和3年3月3日～令和3年3月31日
有効回収数：8,810件（回収率44.1％）
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調査⽅法

肝炎検査の有無 妊娠時検査の種類

⼿術 妊娠

献⾎検査の種類

献⾎ 問8(全員) 知っている肝炎対策
問9(全員) 知っている広報
問10~14(全員) 性別・年齢・職業・居住地・健康保険
問15(全員) HRQoL質問票

今後の医療機関受診予定

最初に受診した医療機関
肝臓専⾨医紹介の有無
医療機関受診後の治療状況

未受検理由
受検のきっかけに
なりうる施策

令和2年度 肝炎ウイルス検査受検状況等調査（国⺠調査）調査項⽬令和2年度 肝炎ウイルス検査受検状況等調査（国⺠調査）調査項⽬

問2(全員) (1)B型肝炎 (2)C型肝炎 について知っているか

問3(全員) B型・C型肝炎ウイルス検査を受けたことがあるか

受けた（問4）受けていない・わからない（問5）

医療機関受診
の有無

問1(全員) 採⾎検査を受けた場合の検査結果を受け取るか 健康診断で要精密検査となった場合の対応 かかりつけ医がいるか

問6(全員) ⽇常⽣活の悩みやストレス

問7(全員) (1)献⾎ (2)⼤きな外科⼿術 (3)妊娠・出産の経験があるか

受診あり

受診なし

⾚字︓新規

受検したきっかけ・受検場所
検査の種類
検査受検を覚えていた理由
検査結果の通知⽅法
検査結果を覚えているか
検査結果 B/C陽性

⽅法⽅法

 郵送により下記項⽬（⼤問数15問）からなる
質問票を配布・回収

 採⾎結果の受け取り有無、要精密検査となった場合の⾏動、かかりつけ医
 B型肝炎・C型肝炎の認知状況
 肝炎ウイルス検査受検状況
 肝炎ウイル検査を受検したきっかけ、場所、結果の受け取り⽅法、結果、

受検したことを覚えている理由
 検査陽性者の医療機関受診、肝臓専⾨医紹介・受診状況
 肝炎ウイルス検査未受検者の未受検の理由、受検につながる施策
 ⽇常⽣活での悩みやストレス
 献⾎、妊娠・出産、⼿術経験の有無とその検査状況
 知っている肝炎対策・⾏政の取り組みについて
 対象者基本情報（性別、年齢、居住地、職種）
 QOL調査で⽤いられるEQ-5D-3Lの質問項⽬

対象者数：20,000人
各都道府県別の見込み受検率50%、絶対精度10%、回収率30%
と仮定。

選挙人名簿から層化二段階無作為抽出法により250自治
体、各自治体対象80人（計20,000人）を抽出した。

調査期間：令和3年3月3日～令和3年3月31日
有効回収数：8,810件（回収率44.1％）
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肝炎検査の有無 妊娠時検査の種類

⼿術 妊娠

献⾎検査の種類

献⾎ 問8(全員) 知っている肝炎対策
問9(全員) 知っている広報
問10~14(全員) 性別・年齢・職業・居住地・健康保険
問15(全員) HRQoL質問票

今後の医療機関受診予定

最初に受診した医療機関
肝臓専⾨医紹介の有無
医療機関受診後の治療状況

未受検理由
受検のきっかけに
なりうる施策

令和2年度 肝炎ウイルス検査受検状況等調査（国⺠調査）調査項⽬令和2年度 肝炎ウイルス検査受検状況等調査（国⺠調査）調査項⽬

問2(全員) (1)B型肝炎 (2)C型肝炎 について知っているか

問3(全員) B型・C型肝炎ウイルス検査を受けたことがあるか

受けた（問4）受けていない・わからない（問5）

医療機関受診
の有無

問1(全員) 採⾎検査を受けた場合の検査結果を受け取るか 健康診断で要精密検査となった場合の対応 かかりつけ医がいるか

問6(全員) ⽇常⽣活の悩みやストレス

問7(全員) (1)献⾎ (2)⼤きな外科⼿術 (3)妊娠・出産の経験があるか

受診あり

受診なし

⾚字︓新規

受検したきっかけ・受検場所
検査の種類
検査受検を覚えていた理由
検査結果の通知⽅法
検査結果を覚えているか
検査結果 B/C陽性

3. B型&C型

「認識受検」の定義「認識受検」の定義

認識受検 HBV認識受検 HBV

・肝炎ウイルス検査を受検したことがあり、
受けた検査の内容をきちんと回答したもの

1. 受けたことがある

問3   肝炎ウイルス検査を受けたことがあるか

1. B型

問4-1-1 受検した検査の種類を覚えているか

にて、

にて、

3. B型&C型

2. C型

認識受検 HCV認識受検 HCV

かつ、

と回答したもの

or or

と回答したもの と回答したもの

「⾮認識受検」の定義「⾮認識受検」の定義
⾮・認識受検 HBV⾮・認識受検 HBV

問3   肝炎ウイルス検査を受けたことがあるか
にて、

にて、

⾮・認識受検 HCV⾮・認識受検 HCV

かつ、

と回答したものor2. 受けた
ことがない

3. 分から
ない

問2   (1)⼤きな外科⼿術 (2)妊娠・出産 (3)献⾎の経験があるか

医療⾏為 検査が導⼊された
時期

⾮認識受検
者とする時
期

⼤きな外
科⼿術 1981年6⽉ 保険適⽤ 1982年

以降に経験

妊娠出産 1985年6⽉ 妊婦HBs抗
原検査に国庫補助開始

1986年
以降に経験

献⾎
1972年4⽉ 献⾎に対す
るスクリーニング検査
導⼊

1973年
以降に経験

検査が導⼊された
時期

⾮認識受検
者とする時
期

1992年4⽉ 保険適⽤ 1993年
以降に経験

1992年4⽉ 保険適⽤ 1993年
以降に経験

1985年12⽉ 献⾎に対
するスクリーニング検
査導⼊

1990年
以降に経験

「⾮認識受検」の定義から、明らかに経年とともに、
⾮認識受検者数は増加する

本報告では、認識受検と⾮認識受検を合わせた受検率を「検査受検経験率」と定義する

2017年以降の肝炎ウイルス検査受検状況

かかりつけ医から専⾨医への紹介

陽性者のその後の肝臓専⾨医受検状況

認識受検の特徴

結果結果
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指標はブロック別の特徴を示しながらも、全体

的には地域差が減少していた。またCOVID-19感

染拡大当初（2020年、2021年）はそれ以前（2018

年）と比較して、多くの肝炎医療指標において指

標値が低下傾向にあり、特に画像検査、内視鏡検

査に関連する指標で大きく変化していた。2022

年度調査では 16 指標で改善傾向を認め、その多

くがC型肝炎、B型肝炎に関する指標であった。

標準化スコアを用いた評価においても C 型肝炎、

B型肝炎の抗ウイルス治療に関する指標は 2021

年度と比較して増加しており（C型：-0.79→0.19、

B型：-0.22→-0.07）、COVID-19 の影響を脱しつ

つあると考えられた。また拠点病院の医師が肝

炎医療指標に影響があると感じた指標は主に画

像検査、内視鏡検査に関連していた（図 13）。 
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図 13 

 
未達成指標と障壁因子 
重要指標 17項目のうち全国平均が目標値（0.8）

に満たない指標は、DAA再治療例に対する RAS

検査の実施（肝炎-9）（指標値平均 0.70）、上部消

化管内視鏡検査の定期実施肝硬変患者における

定期内視鏡（肝硬変-1）（指標値平均 0.60）に関

する指標であった。またその他の指標ではアラ

ートシステム、肝硬変患者に関する栄養相談・指

導が低値を示していた。これらの指標について

検査の必要性および検査を実施しない理由につ

いて調査した。多くの施設が必要性を認識して

いる一方で、実施しない理由としては「つい忘れ

てしまう」、「オーダーが煩雑」などが挙げられた

（図 14〜16）。 
図 14 

 
図 15 

 
図 16 

 
 
肝炎医療指標（専門医療機関向け）の水平展

開に向けたパイロット調査 
熊本県肝疾患専門医療機関を対象とした本

調査における回収率は 80.0%（74 施設）で、

回答施設の内訳は一次医療機関 42 施設、二

次医療機関 24 施設、三次医療機関 3 施設で

あった。 

調査結果を医療機関の種別ごとに解析する

と、三次医療機関はほぼ自施設で診断、治療

を行なっており、一次医療機関は特に定期

CT/MRI、肝がん・肝硬変診療において他院と

連携していた（図 17）。また、抗ウイルス療

法、肝がんの高危険群の同定と早期診断にお

いては施設規模に関わらず診療がなされて

いた（図 18）。その一方で肝がんの侵襲的治

療や全身化学療法においては二次、三次医療

機関が中心的な役割を果たしていた（図 19）。

一次医療機関での治療状況を中心部、医療過

疎地域別に比較すると、過疎地域において一

次医療機関は抗ウイルス療法の実施（特に

IFN フリー治療）や肝がんの緩和治療におい

て重要な役割を果たしていた（図 20）。 
図 17            図 18 
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図 19 

 
図 20 

 
診療連携指標の策定と検討、評価 

2018 年度（先行班調査）から 2022 年度の指標

推移を図 21 に示す。指標値を折れ線グラフにて

図示した。 
図 21 

 
拠点病院において肝炎患者の紹介率、逆紹介率

は 2021年度から低下傾向にあり、20%の施設は

COVID-19 感染拡大が紹介率の低下に影響した

と考えていた（図 21）。拠点病院で ICTシステム

を利用している施設は 29.6%であり、肝疾患診

療に積極的に利用している施設はさらにその 3

割弱に留まっていた。ICT を肝炎診療連携に積極

的に利用している施設において指標値は全体の

平均より有意に高かった（図 22）。 
図 22 

 
図 23 

 
 
専門医療機関向け肝炎医療指標 

回答を得られた自治体  

令和2年度：10/10(100%) 

令和3年度：10/10(100%) 

令和4年度：10/10(100%) 

回答を得られた専門医療機関  

令和2年度：49/50(98%) 

令和3年度：51/50(102%) 

令和4年度：50/50(100%) 

 

I.施設要件等 

• 過半数が肝がん・重度肝硬変治療研究促進事

業の指定医療機関である 

• 半数以上は二次医療機関からの回答であっ

た。 

• 常勤及び非常勤の肝臓専門医が診療に従事

している。 

• 常勤ないし非常勤の肝炎医療コーディネー

ターが従事している 
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Ⅱ．ウイルス肝炎のべ患者数 

・ 外来＋入院ののべ患者数はHBV 1,320名、HCV

 1048名（平均値）  
  

 
 

Ⅲ.  ウイルス肝炎治療のべ患者数 

・ 専門医療機関で抗ウイルス治療を実施して

いる実態が確認された。 

・ C型肝炎に対するIFN治療件数が0になった。 

・ C型肝炎に対するDAA治療件数が減少傾向。 
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Ⅳ．肝がん治療のべ患者数 

・ 専門医療機関の要件「肝がんの高危険群の同

定と早期診断」のみならず、肝がん治療その

ものも実施していた。 

・ TACEが減少傾向、その他の治療が増加傾向。 

 

 
 

Ⅴ. 院内連携指標 

・ 57％の施設で肝炎ウイルス検査陽性者の消

化器・肝臓専門医への紹介システムがあった。 

 
 

Ⅵ.病診連携指標 

・ 専門医療機関とかかりつけ医との連携が確

認された。一方で、拠点病院との連携は少な

かった 

・ 約7割の施設がセカンドオピニオン外来を実

施していた 

・ 専門医療機関から他医療機関にセカンドオ

ピニオン目的に紹介したウイルス性肝炎患

者は平均0.2名であった 

・ 45％の施設が地域医療連携ネットワークサ

ービスに参加していた。肝炎診療連携にも当

該ネットワークさビスを積極的に使用して

いる施設は12%であった。 
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Ⅳ.肝がん治療のべ患者数

11 9
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専門医療機関で肝がんの治療を実施している
（回答施設数＝49 ）

Ⅴ.院内連携指標
院内に肝炎ウイルス検査陽性者の消化器・肝臓専門医への紹介システム（電子カ
ルテによるアラートシステム、院内メールなどによる喚起）はありますか

（回答施設数＝49）
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自治体事業指標（19 指標） 

３年分の指標の推移と最終年度の指標間

の相関を評価した。健康増進事業と特定

感染症検査等事業による肝炎ウイルス検

査受検率は有意な変化を認めなかった。

肝炎治療費助成受給率は、B 型肝炎患者

では増加したが、C 型肝炎患者では減少

した。肝がん罹患率と死亡率は共に有意

に低下した。初回精密検査費用助成受給

率に変化は認めなかったが、定期検査費

用助成受給率は有意に増加した。自治体

による肝炎ウイルス検査用者のフォロー

アップ率は有意に低下した。全ての都道

府県が、肝炎対策に関しての計画を策定

し、そのうち約 9 割の都道府県で具体的

な数値目標が策定されていた。さらに肝

炎医療コーディネーター数は、拠点病院、

専門医療機関、市町村、保健所いずれにお

いても有意に増加した。さらに最終年度

のデータを用いて、肝がん粗死亡率と、各

指標の相関を解析した。その結果、肝がん

粗死亡率は、特定感染症検査等事業によ

る肝炎ウイルス検査受検率、肝がん粗・年

齢調整罹患率、定期検査医療費助成制度

受給率、累積・新規肝炎医療コーディネー

ター養成数と有意な正の相関を、インタ

ーフェロン製剤治療助成制度受給率と有

意な負の相関を示した。 

 

 以下に各指標の内容、指標値を示す。グラ

フのプロットは、各都道府県の指標値を示す。 

1） 自治体検診 1 肝炎ウイルス検査実施市

町村の割合（健康増進事業分） 

 

2） 自治体検診 2 40 歳以上人口 10 万人あ

たりの肝炎ウイルス検査受検率（健康増

進事業分、ＨＢｓ抗原検査） 

 

3） 自治体検診 3 成人人口 10 万人あたりの

肝炎ウイルス検査受検率（特定感染症検

査等事業分、ＨＢｓ抗原検査） 

 

 

4） 自治体検診 4 成人人口 10 万人あたりの
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肝がん粗罹患率（左）、年齢調整罹患率

（右） 

  
 

5） 自治体検診 5 成人人口 10 万人あたり

の肝がん粗死亡率（左）、年齢調死亡率

（右） 

 

 

6） 自治体検診 6 Ｂ型肝炎核酸アナログ製

剤治療助成受給率 

 

 

7） 自治体検診 8 C 型肝炎インターフェロン

フリー製剤治療助成受給率 

 

 

8） 自治体フォローアップ 1 成人 10 万人あ

たり初回精密検査費用助成制度受給率 

 

 

9） 自治体フォローアップ 2 フォローアップ

事業実施市町村の割合 
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10） 自治体フォローアップ 3 成人 10 万人あ

たり定期検査費用助成制度受給率 

 

 

11） 自治体施策 1 肝炎対策にかかる計画・

数値目標設定の有無 

Year 
計画 数値目標 

有 無 有 無 

2017 47 0 42 5 

2018 47 0 42 5 

2019 47 0 43 4 

2020 47 0 44 3 

 

12） 自治体施策 2 肝炎対策協議会の開催

の有無 

Year 有 無 

2017 47 0 

2018 47 0 

2019 36 11 

2020 35 12 

 

13） 自治体施策 3、4 成人 10 万にあたりの

肝炎医療コーディネーター養成人数 

累積（右）、新規（左） 

 

 

14） 自治体施策 5 肝炎医療コーディネータ

ー資格更新の有無 

Year 有 無 

2017 16 31 

2018 21 26 

2019 23 24 

2020 25 22 

 

15） 自治体施策 6 肝炎医療コーディネータ

ー配置状況（拠点病院） 

 

 

16） 自治体施策 7 肝炎医療コーディネータ

ー配置状況（専門医療機関） 
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17） 自治体施策 8 肝炎医療コーディネータ

ー配置状況（保健所） 

 

18） 自治体施策 9 肝炎医療コーディネータ

ー配置状況（市町村） 

 

令和1年度（粗罹患率に関しては平成30年

度）のデータを用いて、肝がん粗死亡率と以

下の各指標の相関を解析し、さらに肝がん粗

死亡率と多変量解析を行った。 

 

 

肝がん粗死亡率は、特定感染症検査等事

業による肝炎ウイルス検査受検率、肝がん粗

罹患率、定期検査費用助成受給率、累積・

新規の肝炎医療コーディネーター養成率と

有意な正の相関を、C 型肝炎に対するインタ

ーフェロンフリー治療費用受給率と有意な負

の相関を示した。さらに多変量解析では、C

型肝炎に対するインターフェロンフリー治療

費用助成受給率と累積肝炎肝炎医療コーデ

ィネーター養成率が、粗肝がん死亡率と関連

する因子として抽出された。 

（結果のまとめ） 

• 肝がんの罹患率と死亡率は低下し、肝

炎医療コーディネーターの養成が進ん
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でいることが明らかになった。 

• 肝炎ウイルス検査受検やフォローアッ

プの取り組みが遅れている可能性が示

唆された。 

• 肝炎ウイルス検査受検率、肝炎ウイル

ス検査実施市町村が解析期間中 2020

年 度 に 初 め て 有 意 に 低 下 し た 。

COVID-19 の影響と思われる。 

• 自治体事業指標は、肝がん死亡率を

低下させようとする都道府県の肝炎対

策を反映している可能性がある。 

 

拠点病院事業指標の策定と検討、評価 
2018 年度（先行班調査）から 2022 年度

の大項目毎指標推移を図 50 に示す。指標

は標準スコアに変換し、レーダーチャー

トを用いて大項目毎に図示した. 

COVID-19 感染拡大前（2018 年度実績）

と比較して、拠点病院事業指標は 61.9%

（13指標）が COVID-19感染拡大期（2020

年度実績）において指標値が低下してい

た。また患者、家族向け講座、研修事業、

市民公開講座に関する指標の中で実施回

数や自治体との連携に関する指標に低下

を認めた（図 51）。2021 年度実績では低

下していた啓発系、研修系指標は改善傾

向にあった。特に一回あたりの参加人数

に関する指標は上昇していた。2022年度

調査において啓発、研修系の開催形式に

ついても併せて調査を行ったところリア

ルタイムあるいはオンデマンドでの Web

開催施設を多く認めた。開催形式による

参加人数の比較を行ったところWeb開催

では参加者数が有意に多かった（図

52,53）。このようにパンデミックの影響

を受けながらも事業のあり方を変化させ

ながら事業の成果の維持、改善に努めて

いる拠点病院ではあるが、活動の効果が

あったと回答する施設は約半数にとどま

り（図 54）拠点病院が自身で事業の成果

を確認できる指標運用が必要であると考

えられた。本事業指標は取り組みの活動

量を示すアウトプット指標が主であるこ

とから今後事業の進捗状況の測定が不十

分となる可能性が示唆される結果であり、

個別事業の直接的な効果である「アウト

カム指標」指標導入を検討することとし

た。 

 

図 50 

 
図 51 
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図 52 

 
図 53 

 
図 54 

 

 

職域ウイルス肝炎検査実施状況調査 
約1000万人の職場健診が施行される121

健診機関が所属する全衛連より肝炎ウイ

ルス検査のアンケートによる受検率調査

を行ったところ、組合健保約 4～9%、協

会けんぽは約 3%であった。 

 

受検率を提供してくれた 84 施設中 62 施

設（73％）から陽性率を解析したところ

HBVHCV ともに約 0.3%で自治体健診よ

り低率であった。 

 
上記調査で、毎年肝炎ウイルス検査受検

する集団、 陽性後の受診行動が不明であ

ったため 新規手法として大企業が属す

る組合健保の職域健診のレセプト (2015

～19年 JMDC 社より、健診受検率・HCV 

抗体受検率と陽性者の医療機関受診 腹

部超音波・核酸増幅検査有無率の解析 を

開始し 累積 約 1,360 万人被保険 720 

万・非扶養者 640 万 の組合員中、職場検

診受検者は約 630 万、30～59 歳が 75% 

以上を占め、被保険者 540万 (75%) に比

べ被扶養者 95 万 (15%)の受検率が有意

に低率であった。HCV 抗体測定者は 39 

万、被保険者 32 万(6.0%)に対し、被扶養

開催形式の変化

（2021年度実績）

例︓市⺠公開講座（拠点-15,16）

対⾯(13施設)

Web
（リアルタイム）
（15施設）

Web
（オンデマンド）
（27施設）

3

53
2

8

2

1
8

肝臓病教室 市⺠公開講座

肝炎専⾨医療従事者講習会 ⼀般医療従事者講習会

0

5

10

15

20

0-50⼈ 51-100⼈ 101-300⼈ 300⼈以上

対⾯のみ Webのみ 対⾯＋Web 未回答

（施設）

0

5

10

15

20

0-25⼈ 26-50⼈ 51-100⼈ 100⼈以上

対⾯のみ Webのみ 対⾯＋Web 未回答

（施設）

0

5

10

15

20

0-25⼈ 26-50⼈ 51-100⼈ 100⼈以上

対⾯のみ Webのみ 対⾯＋Web 未回答

0

10

20

30

0-25⼈ 26-50⼈ 51-100⼈ 100⼈以上

対⾯のみ Webのみ 対⾯＋Web 未回答

（施設） （施設）

参加者数/回数

参加者数/回数 参加者数/回数

参加者数/回数

0

5

10

15

20

25

30

35

効果あり 効果なし わからない 未回答

市⺠公開講座 その他の啓発活動

活動に効果があったと思いますか︖
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者７万(6.8%)と差を認めなかった。陽性

者の受診行動も解析中である。（下図） 

 
 

全国健康保険協会では是永班の研究結果

より受検票を下記に改訂しており受検率

だけでなく陽性率の提供を依頼した。 

 
47 支部中、左側の研究班作成受検票を使

用している支部は 11支部、独自が 1支部

で、他は本部作成の右側であり、肝炎ウイ

ルス検査数は V次回復した（下図） 

 

Nudge を用いた受検勧奨を F支部では、

2017～4 年間で累積約 160 万にたいして

約11万人に肝炎ウイルス検査を受検させ

ることに成功した。（下図） 

 

HCV陽性率は自治体実施主体の肝炎ウ

イルス検診より低率であったが、60歳

代より 50 歳代の陽性率が高いことが

明らかとなり、職域検査促進の必要性

が推察された(下図)。またレセプト用い

ることで 2017～2018年のHCV陽性者

の受診行動を解析、約 60%が医療機関

を受診すること、受診者の約 30%がイ

ンターフェロンフリー治療を受けてい

ること、肝がん症例存在し外科的手術

を受けていることを確認した。 

 

健診肝機能異常所見から専門医受診率

は十分といえず、肝臓専門医では線維

化マーカーとして認知されている FIB-

4 も健診医療機関では殆ど周知されて

おらず、職域健診では血小板は法定外

項目である。そこで FIB-4 測定の健診

における有効性の解析を開始した(下

図)。 
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すでに脂肪肝では ALT が上昇する影響

で FIB-4 が低値となることが知られ、

一次 marker として否定される報告も

ある。我々の検討でも同様である一方

で、アルコール性肝疾患と相関があり、

論文報告をおこなった（Eur J Med Res. 

2023下図） 

 

 

ウイルス肝炎検査受検に関する国民調

査・追跡調査実施 
令和2年度 全国受検率調査の実施及び解

析 

対象者の属性 

回答者全体の性・年齢分布を図 3 に示し

た。 

回答者の背景は、回答者全体では男性

40%（2017年度37％）、女性48%（同46%）

であり、男女比は 1:1.22（同 1:1.23）であ

り、前回 2017年度調査とほぼ同様であっ

た。各ブロック別の回答率は 36~46%で

あった。年齢階級別に回答者をみると、60

歳代・70歳代 20%、50歳代 16%など、

50歳以上が 6割を占めており、これも前

回 2017年度調査とほぼ同様であった。 

肝炎ウイルス検査受検率 

都道府県別にみた肝炎ウイルス検査の

受検状況を以前の調査（第１回 2011 年、

第２回 2017 年。今回は第３回 2020 年）

結果と並べて、図 63 に示した。B型肝炎

ウイルス検査の認識受検率は 17.1%、ま

た、C 型肝炎ウイルス検査の認識受検率

は 15.4%であり、いずれの過去２回の調

査よりもやや低い値を示した。また、非認

識受検を含めた検査受検経験率は、HBV 

71.1%、HCV 59.8%であり前回 2017年の

調査とほぼ同等の値を示した。男女別に

みると、認識受検率、検査受検経験率とも

に女性のほうが高かった（HBV 認識受検

率 男性 13.2%、女性 20.5%；HCV 認識

受検率 男性 12.4%、女性 17.9%；HBV 検

査受検経験率 男性 65.9%、女性 75.5%；

HCV 検査受検経験率 男性 54.6%、女性

64.3%）。また、年齢階級別にみると（図

5）、認識受検率は HBV・HCV いずれも 20

歳代から 60 歳代にかけて年齢が高いほ

ど認識受検率が高い傾向がみられたが

（HBV 認識 20 歳代 10.0%、60 歳代

21.5%；HCV 認識 20歳代 6.6%、60歳

代 18.6%）、非認識も含めた検査受検経験

率は 40-50 歳代がピークとなる傾向がみ

られた（HBV トータル受検  50 歳代

79.5%、40歳代 74.7%；HCVトータル受

検 40 歳代 72.2%、50 歳代 69.4%）。都

道府県別にみると、大きく差がみられ

HBV 認識受検率は 11.0~31.2%、HCV 認

識受検率は 5.0~24.8%であった（図 64）。 
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3) 本調査での新規設問（検査結果の受け

取り、かかりつけ医、要精密検査後の

行動）について 

今回は、新規に「医療機関で採血検査を

受けた場合、検査結果を受け取るか」、「か

かりつけ医がいるか」、「健康診断で要精

密検査となったときの行動について」に

ついて調査した。 

検査結果を渡されるかについて、必ず渡

されると回答したものは 77.2%であった。

男女別にみると男性 76.9%、女性 77.3%

であり、差はみられなかった。年齢階級別

にみると 20歳代 71.7%、30歳代 71.4%、

40歳代 75.0%、50歳代 76.8%、60歳代

81.1%、70歳代 79.7%、80-85歳 80.2%

であり、高い年齢層のほうが、必ず渡され

ると回答した割合がやや高かった。 

かかりつけ医がいるかという質問につい

て、いると回答したものは 60.8%であっ

た。男女別にみると男性 60.1%、女性

61.2%であり、差はみられなかった。年齢

階級別にみると 20 歳代 34.4%、30 歳代

33.9%、40歳代 44.7%、50歳代 53.7%、

60歳代 70.7%、70歳代 83.1%、80-85歳

91.2%であり、高い年齢層になるにつれて、

かかりつけ医がいると回答した割合が高

くなる傾向がみられた。 

健康診断で要精密検査となった場合の行

動として、対象者全体では、高いほうから、

かかりつけ医を受診（47.7%）、検診を実

施した医療機関に問い合わせる（32.2%）、

家族友人に相談（31.9%）、インターメッ

トで情報収集（23.5%）であった。男女別

にみると、男性はかかりつけ医を受診

（47.0%）、検診を受診した機関に問い合

わせる（35.0%）であったのに対し、女性

ではかかりつけ医を受診（48.1%）、家族

友人に相談（37.0%）と、少し違いがみら

れた。年齢階級別にみると、20歳代や 30

歳代では家族友人に相談（20歳代 59.0%、

30 歳代 48.2%）、インターネットで情報

収集（20歳代 46.8%、30歳代 46.4%）が

高いのに対し、50歳代以降はかかりつけ

医を受診（50歳代 42.1%、60歳代 55.9%、

70歳代 66.1%、80-85歳 71.7%）、検診を

受診した機関に問い合わせる（50 歳代

28.6%、60歳代 30.5%、70歳代 33.7%、

80-85歳 30.8%）であり、年代によりその

後の対応に違いがあることが明らかにな

った。 

4) 肝炎ウイルス検査の陽性通知を受け

たものの、その後の受診行動 

肝炎ウイルス検査を受検して、その結果

が陽性であると回答した 152 人のその後

の医療機関受信状況を図 65 に示した。 

152人のうち、医療機関を受診したものは

129 人（89%）であり、最初にかかりつけ

医を受診したものは 67 人（医療機関受診

者のうち 52%）であった。最初にかかり

つけ医を受診した 67 人のうち、かかりつ

け医から肝臓専門医の紹介があったもの

は 31 人（47%）、かかりつけ医が肝臓専

門医であったものは 18 人（27%）であっ

た。 

	
	
3) 肝炎ウイルス検査を受検したことを

覚えている理由について 

肝炎ウイルス検査を受けたと答えた

2,085 人に、受けたことを覚えている理由
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については、体調・健康に関する理由（健

康に関する情報が気になる 40.8%、自身

の肝臓・肝機能が気になる 27.4%など）

が 67.4%、偶然に関する理由（このアン

ケートを受けて思い出した 23.6%、なん

となく 17.0%など）が 51.1%、広報に関

する理由（肝臓や肝炎に関するニュース

20.8%、肝炎ウイルスに関する広報を見た

から 20.0%など）44.7%などであった（図

66）。 

 

 

4) 献血・手術・妊婦健診で肝炎ウイル

ス査を行っていることを認知度 

回答者全体 8,810 人のうち、献血の経

験があるものは 50.8%（4,478 人）、大き

な手術をしたことがあるものは 33.4%

（2,940 人）、女性の回答者 4,795 人のう

ち妊娠・出産の経験があるものは 75.9%

（3,639 人）であった。 

献血経験のある 4,478 人のうち、献血さ

れた血液に対して B型肝炎ウイルス検査

をしていることを知っているものは

45.0%（811 人）、C型肝炎ウイルス検査

をしていることを知っているものは

40.7%（734 人）であった（図 67）。 

手術経験のある 2,940 人のうち手術前に

B型・C型肝炎の検査を受けたと答えた

ものは 9.5%（279 人）であった（図

67）。 

妊娠・出産経験のある 3,639 人のうち、

妊婦健診で B型肝炎ウイルス検査を行っ

ていることを知っていたものは 17.8%

（648 人）、C型肝炎ウイルス検査を行

っていることを知っていたものは 14.0%

（509 人）であった（図 67）。 

 

 

令和 4 年度検診機関で肝炎ウイルス検査

を受検した者を対象にした受検状況

調査 

対象者  
広島県内 8 市町において、2020-2021 年

度の住民検診で肝炎ウイルス検査を受検

した全員（検査陽性者および陰性者）

1,916 人のうち、993 人（51.8％）から回

答を得た。993人の年齢中央値は 71歳（四

分位範囲 64－77 歳、範囲 30－93 歳）、

女性 58％であった。 

広島県内 8 市町において、2020-2021 年

度の住民検診を受診し、同年度の住民検

診では肝炎ウイルス検査を受検していな

い人から無作為抽出した 2,200 人のう

ち、1,201 人（54.6％）から回答を得た。

1,201 人の年齢中央値は 71歳（四分位範

囲 61－79歳、範囲 40－93歳）、女性 54％

であった。 
 

2020-2021 年度の住民検診で肝炎ウイル

ス検査を受検した 993 人の解析結果 
肝炎ウイルス検査受検歴を忘れている割

合 
「肝炎ウイルス検査を受けたことがあり
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ますか」という質問に対し、「受けたこと

がある」と正しく回答した人は 993 人中

412 人（41.7％）、「受けたことがない/わ

からない」と回答した人は 520 人（52.7％）

であった。 

1，2年前に行われた住民検診で肝炎ウイ

ルス検査を受けた人のうち、41.7％しか

検査を受けたことを認識していなかった。 

国民調査の分類アルゴリズムでは未受検

者として把握される割合 
住民検診で肝炎ウイルス検査を受けた

993 人のうち、回答に不備がなく、国民調

査の「認識受検」「非認識受検」「未受検」

分類アルゴリズムによる分類が可能であ

ったのは、B型肝炎ウイルス検査では 783

人、C 型肝炎ウイルス検査では 781 人で

あった。 

そのうち、検査受検歴を正しく認識して

おり、「認識受検」と分類される人は、B型

肝炎ウイルス検査では 33.4％、C 型肝炎

ウイルス検査では、30.9％であった。一方、

検査受検歴を忘れており、手術・妊娠・献

血歴もないことから、本当は受検歴があ

るにもかかわらず「未受検」と誤判別され

る割合は、B 型肝炎ウイルス検査では

28.0％、C 型肝炎ウイルス検査では、

33.4％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
2020 年度国民調査の検査受検経験率を

補正 
住民検診における肝炎ウイルス検査の既

受検者が、「認識受検」と分類される割合

（＝A とする）と、「未受検」と誤分類さ

れる割合（＝B とする）の比 B/A を、2020

年度国民調査の認識受検率に乗ずること

で、住民検診での受検歴を忘れている既

受検者数を補填した（B 型肝炎ウイルス

検査率では 14.4％、C 型肝炎ウイルス検

査率では 16.6％分の上乗せ）。その結果、

検査受検経験率は、B 型肝炎ウイルス検

査では 71.1％から 85.5％に、C 型肝炎ウ

イルス検査では 59.8％から 76.4％に補正

された。 
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検診結果から HBs 抗原陽性であった全

10 人の受療状況 
993 人中、検診結果から HBs抗原陽性で

あった人は 10 人（陽性率 1.0％）であっ

た。 

10 人の平均年齢（SD）は 70（12.1）歳、

女性 70％であった。肝炎ウイルス検査の

受検経験については 9 人が「ある」と回

答し、1 人は無回答であった。HBV に感

染していると回答した人は 10 人中 7 人、

残りの 3 人は無回答であった。医療機関

受診状況については、10 人中 3 人は現在

継続受診中、2 人は「受診し、治療・治癒

したため、今は受診していない」、1 人は

「受診したが、医師より受診を終了して

よいと言われ、今は受診していない」と回

答した。残りの 4 人は無回答であった。

受診歴のある 6 人中 4 人が最初に受診し

たのは「かかりつけ医」であり、そのうち

2 人は肝臓専門医に紹介され、1 人はかか

りつけ医が肝臓専門医であった。肝臓専

門医への受診が確認できたのは、その3人

のみ（30％）であった。 

 

検診結果から HCV 陽性*であった 3 人の

受療状況 

993 人中、肝炎ウイルス検査手順 2012 に

基づく HCV感染判定によって HCV陽性

*と判定された人は 3 人（陽性率 0.3％）

であった。 

3 人の平均年齢（SD）は 77 （7.1）歳、

女性 33.3％であった。肝炎ウイルス検査

の受検経験については 3 人中 2 人が「あ

る」と正しく回答し、1 人は「ない」と誤

回答した。HCV に感染していると回答し

た人は 3 人中 1 人であり、残りの 2 人は

無回答であった。医療機関受診状況につ

いては、3 人中 1 人は「受診したが、自己

判断で通院を中止し、今は受診していな

い」と回答し、肝臓専門医への受診につい

ては無回答であった。残りの 2 人につい

ては、受診状況について無回答であった。 
 
020-2021 年度に住民検診を受診したが、

その際に肝炎ウイルス検査は受けていな

い人から無作為抽出した 1,201 人を対象

とした解析結果 
年齢別 認識・非認識別にみた肝炎ウイ

ルス検査受検率 
2020-2021 年度に住民検診を受診したが、

その際に肝炎ウイルス検査は受けていな

い 1,201 人のうち、回答に不備がなく、

国民調査の「認識受検」「非認識受検」「未

受検」分類アルゴリズムによる分類が可

能であったのは、B 型肝炎ウイルス検査

では 946 人、C 型肝炎ウイルス検査では

951 人であった。 

B 型肝炎ウイルス検査の認識受検率は全

体では 35.2％、非認識受検率は 46.0％、

未受検率は 28.9％であった。40 代から 70

代までの年代別認識受検率を、2020年度

国民調査と比べると、今回の対象者の方

がいずれの年代においても高値であった

（40 代 22.8％vs18.5％、50 代 31.4％

vs18.9％、60 代 33.9％vs21.5％、70 代

22.5％vs14.6％）。 

C 型肝炎ウイルス検査の認識受検率につ

いても同様に、年代別認識受検率は 2020

年度国民調査よりも高い傾向であった

（40 代 23.8％vs15.3％、50 代 26.2％

vs16.1％、60 代 30.7％vs18.1％、70 代

21.4％vs14.1％）。 

今回の対象者は住民検診受診者であるこ

とから、一般集団よりも健康への意識が

高く、検査結果をよく覚えている可能性

が考えられた。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 3  住⺠検診で肝炎ウイルス検査を受けた対象者を HCV「認識受検」「⾮認識受検」「未受検」に分類
（国⺠調査の分類アルゴリズム） 
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肝炎ウイルス検査結果が陽性だったと回

答した人の医療機関受診状況 
2020-2021 年度に住民検診を受診したが、

その際に肝炎ウイルス検査は受けていな

い 1,201 人のうち、「肝炎ウイルス検査を

受検したことがある」と回答したのは 393

人（32.7％）であった。 

そのうち、HBV に感染していると回答し

た 22 人、HCV に感染していると回答し

た 16 人に、医療機関受診状況を尋ねた。

その結果、HBV 感染者では 22 人中 1 人

は一度も受診したことがなく、3 人は受診

を自己中断中であった（未受診または受

診自己中断 18.2％）。一方、HCV感染者

では 16 人中、未受診または受診自己中断

中の人はいなかった。 
 
 

 

 

 

 

 

（調査結果のまとめ） 

  認識受検率については、H23 年度調

査および H29 年度調査と同様の対象

年齢（20歳〜79歳）とした場合、2020

年度調査では、B型肝炎ウイルス検査

認識受検率は 17.1%（2011年: 17.6%、

2017年: 20.1%）、C型肝炎ウイルス

検査認識受検率は 15.4%（2011 年

17.6%、2017年 18.7％）であり、こ

れまでの調査よりもやや低値となっ

ていた。 

  一方、非認識受検を含めた検査受検

経験率についても、B型肝炎ウイルス

検査受検経験率 71.1％（2011 年

57.4%、2017年 71.0%）、C型肝炎ウ

イルス検査受検経験率 59.8%（2011

年 48.0%、2017 年 61.6％）となり、

前回 2017 年度調査とほぼ同じ値と

なった。 

  健康診断で要精密検査となった場合

の行動として、対象者全体では、高い

ほうから、かかりつけ医を受診

（47.7%）、検診を実施した医療機関

に問い合わせる（32.2%）、家族友人

に相談（31.9%）、インターネットで

情報収集（23.5%）であった。年齢階

級別にみると、20 歳代や 30 歳代で

は家族友人に相談、インターネット

で情報収集が高いのに対し、50 歳代

以降はかかりつけ医を受診、検診を

受診した機関に問い合わせるであり、

年代によりその後の対応に違いがあ

ることが明らかになった。 

  肝炎ウイルス検査を受検して、その

結果が陽性であると回答した 152 人

のうち、医療機関を受診したものは

129 人（89%）であり、最初にかかり

つけ医を受診したものは 67 人（医療

機関受診者のうち 52%）であった。

最初にかかりつけ医を受診した67人

のうち、かかりつけ医から肝臓専門

医の紹介があったものは31人（47%）、

かかりつけ医が肝臓専門医であった

ものは 18 人（27%）であった。 

  認識受検率の低下は、検査を受検し

ても受検そのことを忘れている受検

者が多いことを意味している。また、

肝炎ウイルス検査が陽性であったも

のについても、医療機関の受診・受療

に至っていない可能性があることが

示唆された。 

 
肝硬変移行率指標研究 

マルコフモデルによる解析： 
C型慢性肝疾患において、観察開始時、肝

硬変は 42例(6.8%)、Fib-4高値は 208例

（33.6%）であった。 

マルコフモデルにて 40 歳慢性肝炎を起

点とした場合の 40 年病態推移は全 Unit

では慢性肝炎 28.5%、代償性肝硬変

7.32％、非代償性肝硬変 3.95％、肝癌

60.22％であった。C型肝炎治療ありなし

で分けると治療なし Unit では慢性肝炎
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23.56%、代償性肝硬変 3.35％、非代償性

肝硬変 3.53％、肝癌 69.56％、治療あり

Unit では慢性肝炎 43.88%、代償性肝硬変

8.64％、非代償性肝硬変 3.32％、肝癌

44.17％であった。 

40歳Fib-4低値を起点とした場合の40年

Fib-4 高値への推移については全 Unit で

は高値 35.69%、肝炎治療なし Unit では

66.27%、治療あり Unit では 18.90%であ

った。 

さらに 40歳慢性肝炎かつ FIB-4低値を起

点とした場合の 40 年推移の検討では治

療なし Unit では慢性肝炎/低値 10.83%、

慢性肝炎/高値 10.86%、代償性肝硬変/低

値 0.35%、代償性肝硬変/高値 2.64%、非

代償性肝硬変/低値 0％、非代償性肝硬変/

高値 3.21％、肝癌 72.11％であったのに対

し、治療ありＵnit では慢性肝炎 /低値 

47.83%、慢性肝炎/高値 9.21%、代償性肝

硬変 /低値 6.69%、代償性肝硬変 /高値

1.32%、非代償性肝硬変/低値 0.70％、非

代償性肝硬変/高値 0.99％、肝癌 33.27％

であった。 

 

 

一方、B型慢性肝疾患では観察開始時、肝

炎治療なしUnitでは肝硬変は5例(1.0%)、

Fib-4高値は 84例（16.0%）、肝炎治療あ

り Unit では肝硬変は 21 例(5.2%)、Fib-4

高値は 113例（27.8%）であり、治療あり

Unit に肝硬変、高値群が有意に多く含ま

れている背景であったため、治療介入の

背景の差を示す結果となり正確な評価が

困難であった。 

B 型肝炎患者における肝線維化進展を評

価するために MRE と病態との関連性を

検討した。 

肝癌ある症例と肝癌のない症例を比較す

ると肝癌のない症例において有意に MR

エラストグラフィによる肝硬度が高く、

肝硬度の測定によって発癌リスク症例を

同定することが出来た。非活動性キャリ

アと判断され核酸アナログが投与されて

いない症例の中で 14%の症例は肝硬度が

高値である“隠れ肝硬変”が存在し、発癌を

きたしている症例も存在した。これらの

症例は血清マーカーでは肝硬変であるこ

とを同定することは困難であり、MRエラ

ストグラフィがより有用であると考えら

れた。 

 
 

 

肝病態移行の評価指標として、C 型肝炎 11

非活動性キャリアの中の隠れ肝硬度(MRE≥3.6kPa)症例

ALT<31 
9/33(27%)

FIB-4<3.15 
24/33(73%)

Plt>12万/μl
26/33(79%)

血液検査では隠れ肝硬変かどうか判別困難
隠れ肝硬変例をMRエラストグラフィを使えば診断可能であった

治療の有無・肝発がんの有無と肝硬度

肝
硬
度
（
kP

a
）

肝癌なし
治療なし

肝癌なし
治療あり

肝癌あり
治療なし

肝癌あり
治療あり

治療が不要と考えられていたが
発がんした症例には隠れ肝硬変が多くいた

3.6kPa
隠れ肝硬変の基準値

11

非活動性キャリアの中の隠れ肝硬度(MRE≥3.6kPa)症例

ALT<31 
9/33(27%)

FIB-4<3.15 
24/33(73%)

Plt>12万/μl
26/33(79%)

血液検査では隠れ肝硬変かどうか判別困難
隠れ肝硬変例をMRエラストグラフィを使えば診断可能であった

治療の有無・肝発がんの有無と肝硬度

肝
硬
度
（
kP

a
）

肝癌なし
治療なし

肝癌なし
治療あり

肝癌あり
治療なし

肝癌あり
治療あり

治療が不要と考えられていたが
発がんした症例には隠れ肝硬変が多くいた

3.6kPa
隠れ肝硬変の基準値
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では血液検査を用いた簡便な手法（FIB-

4/APRI）で病態評価が可能であるが、B型

肝炎では MRE などより精度の高い方法

での評価が必要であることが示唆された。 

 

「肝炎すごろく」の開発 
開発したすごろくの主な特長は以下の通

りである。 

 

ウイルス性肝炎（B型、C型）、アルコー

ル性脂肪肝、非アルコール性脂肪肝の対

策を網羅的に扱った 

  その場ではコストと感じる医療やヘ

ルスケアに取り組む行為が、ゲーム

の終盤で効果を発揮するような仕組

みを導入した（肝炎ウイルス検査の

受検の有無がゲームの勝利を大きく

左右する等） 

  肝炎医療コーディネーターの存在の

周知と役割を知ってもらう機会とし

た。 

  主に 10 代、20 代などの「肝炎」を自

分ゴト化しにくい若年層への波及を

意識した。日本では義務教育年代で

の「性教育（特に性交）」への一定の

「はどめ」があることから、すごろく

の盤面のマスには「性交渉による感

染」に関する項目は省き「全年代対応」

とし、「クイズマス」（クイズカードを

引くマス）を設けることで、そこで年

代に応じた設問（性に関するテーマ）

を設ける仕組みを考案した。 

本すごろくを任意の協力者にプレイし

てもらったところ、狙い通りに「肝臓の健

康を守る」ための適切な選択を繰り返す

ことでゲームを優位に進めることができ

ることが確認された。そのことにより、本

すごろくプレイを通じて、「肝臓を健康に

保つために必要な行動」、「肝炎ウイルス

受検の必要性」、「肝炎医療コーディネー

ターの役割の認知」などの必要学習項目

の習得が可能なことが示唆された。 

肝炎すごろくの学習効果測定法として、

ゲームプレイを行う前後で実施する肝炎

及び肝臓の守り方に関する知識項目によ

って構成された 10問のプレテスト・ポス

トテストを開発した。テストはプレとポ

ストで差が発生するようプレテストの正

答率が 4割～5割になるように調整した。

開発した学習効果測定用テストと「肝炎

すごろく」を全国の肝炎拠点病院及び外

部の調査会社に配布し、ホームユーステ

スト（HUT）形式で、250名以上の協力者

のもと、３名以上でプレイした場合は1回、

2 名以下の場合は 2 回プレイすることを

条件としたゲームプレイよる学習効果を

検証した。 

アンケート回答者 170 人中（12月 1日

現在．12月中に残りのデータも解析予定）、

医療従事者・十分に肝炎の知識がある人

（プレテスト 8 点以上）をのぞく 150 人

について対応のある t 検定を行ったとこ

ろ、すごろくプレイ後のテストの点数（10

点満点）は、プレイ前に比べてプレイ後に

おいて有意に向上していることから、肝

炎すごろくに学習効果があることが示唆

5

2. すごろくの学習効果の検証方法の構築

• 肝炎すごろくの学習効果の調査
対象 全国に住む10〜80代の男女

期間 2022/7/10〜2022/12/31

内容 肝炎すごろくプレイ前後に知識テスト・アンケートに回答

回収方法 インターネット調査：

調査会社を通して肝炎すごろくを送付し、Webアンケートに回答

拠点病院での質問紙調査：

事前に肝炎すごろくを郵送済み。質問データはメール送付

各拠点で出力し、調査・記入後返送していただいた
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された。更にすごろくプレイ後の推奨度

調査（他人にどの程度本ゲームを勧めた

いか・0〜10 の 11段階）では、平均 6.95

の値が得られたことから楽しさも担保さ

れていることが示唆された。ここから本

「肝炎すごろく」は楽しさと学習を兼ね

備えたエデュテインメント資材として機

能していることが確認できた。 

 

 

 
指標班・拡充班による指標調査結果の報

告（指標報告会） 
先行研究班（指標班 2017〜2019年度）と

拡充班（2020〜2022年度）で調査と解析

を行ってきた全指標に関して、外部委員

を含めた指標検討委員会委員を対象に指

標結果報告会を実施した（2023年 2月 8

日）。 

解析結果を踏まえて、肝炎医療、自治体事

業、拠点病院事業、国民調査、肝硬変移行

率指標、啓発資材開発に関して提言を纏

めた。別途、指標報告書として冊子体を作

成し、2023年度に関係各所に配布する予

定である。 

 
D. 考察 

先行研究班（指標班）で作成した指標を継

続調査し、結果を解析した。指標結果を各

施設、都道府県の担当者で共有し、課題を

明らかにすることで、医療・事業改善の契

機となることが期待される。 

各事業主体別指標の効果的な運用には継

続調査が必要であるが、調査に伴う作業

負担は小さくないため、簡略化した医療

指標の作成、他の事業調査への組み込み

など、指標運用の工夫も必要である。 

簡易版肝炎医療指標調査を全国 3,000 以

上存在する専門医療機関に水平展開する

ためには、設問内容、調査依頼方法、結果

回収方法の更なる検討が必要である。 

2020国民調査結果に関しては今後更に解

析を進めて受検行動、非認識受検を規定

する要因を明らかにする予定である。 

肝硬変移行率評価指標に関しては、C 型

慢性肝疾患におけるマルコフモデルによ

る肝病態、FIB-4 による推移解析では肝炎

治療により、肝線維化進行、肝病態進行、

肝発癌が抑制されることが示された。さ

らに肝病態および FIB-４を組み合わせた

検討では慢性肝炎＞代償性肝硬変＞非代

償性肝硬変の順に治療による肝線維化抑

制へのインパクトがあることが示唆され

た。MR エラストグラフィは B 型慢性肝

炎の病態をより高い精度で評価すること

が可能である。したがって B 型肝炎診療

においてエラストグラフィをより積極的

に用いることが望ましいと考えられた。 

「肝炎すごろく」は楽しさと学習を兼ね

備えたエデュテインメント資材として機

能していることが確認できた。 

 

E. 結論 

6

Q1 B型肝炎ワクチン接種 選択・複数回答
Q2 肝臓によい生活習慣 選択・複数回答
Q3 ウイルス性肝炎の感染経路 選択・複数回答
Q4 肝炎医療コーディネーターの理解 選択・複数回答
Q5 ウイルス性肝炎の感染リスクをとってしまったときの対処 選択・複数回答
Q6 ウイルス性肝炎の治療 選択・複数回答
Q7 脂肪肝の予防 選択・複数回答
Q8 定期検診の意義 選択・複数回答
Q9 肝臓の形・位置 選択・単一回答
Q10 肝炎と肝疾患の関係 選択・複数回答

すごろくプレイ事前・事後テストの内容

結果

•肝炎すごろくの学習効果の調査

回収数：311件

うち有効回答数：289件 有効解答率：92.9%

8

一般層の事前・事後テストの点数比較
**

一般参加者209名に対して

肝炎知識に関するテストを

肝炎すごろくプレイ前とプレイ後に実施

上記の測定結果について

プレイ前の点数とプレイ後の点数の平均値に

差があるかを対応のある2群のt検定（有意水準1%）を用い

て検定したところ、p値<0.01であり、

２群間に統計学的有意差が認められた

年代層別の事前・事後テストの点数比較
小〜中学生 若年層（15〜35歳） 35歳以上

** ** **
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肝炎医療指標、肝炎政策関連事業指標の

調査と評価を行った。指標の有効性、妥当

性、継続可能性から検討を行い、拠点病院

向け肝炎医療（29 指標）、専門医療機関向

け肝炎医療指標（16 指標）、診療連携指標

（６指標）、自治体事業（19 指標）、拠点

病院事業（20 指標）に整理し調査した。 

職域でのウイルス肝炎検査受検率、陽性

率に関する調査を実施した。 

継続的に各指標を調査・解析することに

よって、肝炎医療・肝炎政策の改善のため

の提言、均てん化が可能となる。 

 

F. 健康危険情報 

無 
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